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１． 本研究の問題意識と目的 
 人口減少・少子高齢化による労働人口の減少、経済活動のグローバル化・ソフト化への対
応の遅れ、公債費の増嵩による歳出の硬直化などといった、わが国の経済社会を取り巻く問
題から、住民に密接な公共サービスを提供する市町村歳出の効率化がより一層重要となっ
ている。市町村歳出の効率化の観点からは、公共サービスの給付の財源は当該地域住民の負
担によることが望ましい。公共サービスからの受益と負担の乖離は、地域住民が公共サービ
スの便益と費用を正確に知覚できないという「財政錯覚」を惹起し、無駄な公共支出を生み
出すことになるためである。したがって、公共サービスからの受益と自主財源の太宗である
べき市町村税の負担は、できる限り連動させることが必要であり、市町村税の自主独立財源
の強化が不可欠となる。 
 市町村税の自主独立財源の強化の観点から、注目されているのが固定資産税である。固定
資産税は、税源がどの地域にも存在し、税収の年度間の変動が小さい税目であるため、あら
ゆる地域において安定的に十分な税収が確保できるとされている。また、土地の価格を課税
標準とする固定資産税は、理論的には、公共サービスからの受益が地価に反映するため、応
益性を有する税目であると考えられている。 
 ただし、こうした点は、地域間で移動性のない土地を課税対象としていること、そして公
共財・サービスの受益が反映される市場価格が課税標準であること、税制が簡素であること
などを前提にしている。実際のわが国の固定資産税の制度は、こうした条件を満たしている
わけではない。たとえば、課税客体に、土地だけではなく家屋や償却資産（企業の生産設備）
が含まれているが、これらは資本課税に相当する。資本課税は、地方自治体に課税自主権が
ある場合、租税輸出や租税競争などの財政外部効果を伴うことが考えられる。こうしたこと
は、課税の王衛星が損なわれるだけではなく、土地利用などに関わる誘因を歪め、非効率が
助長されることになる。 
 また、土地に対する課税は、「住宅用地に対する課税標準の特例」などにより人税的要素
が加味された結果、企業課税としての性質をもつ。こうした制度下で、市町村税の充実を目
指しても、企業課税としての性格が、固定資産税の地域間の偏在性をより大きくすることに
なる。また、企業課税は景気に過敏に反応するため、税収の変動が不安定になることも考え
られる。 
 このように、固定資産税をあるべき市町村税として機能させるためには、現行制度には多
くの課題がある。こうした問題意識に基づき、本研究では、市町村の基幹税であり応益課税
にもっとも適していると考えられる固定資産税の理論と実態を研究対象とし、わが国にお
ける固定資産税を望ましい市町村税として機能させるための制度設計を考察することを狙
いとしている。 
 
２． 本研究の学術的特色 
 本研究は、望ましい市町村税が備えるべき条件を提示し、これに基づき固定資産税の制度
設計を提言するものである。本研究では、わが国の固定資産税をめぐる理論と実際を検討課
題としている。これらの研究領域には国内外で多くの蓄積があるが、既存研究と比較した本
研究の学術的特色は、以下の通りである。 
 第 1 に、現在の経済社会情勢に基づき地方税原則を再考し、これを現行制度の分析視点
とした点である。より具体的には、市町村の公共サービスの効率化のために固定資産税が満
たすべき諸条件を設定し、かかる観点からわが国の固定資産税の実像を把握し、あるべき固
定資産税のための政策を提言している。なお、地方税原則の検討に際しては、税制の変更が
民族部門の経済主体の意思決定や社会全体の経済変量に対して与える影響についても考慮
した。 
 第 2 に、土地、家屋、償却資産という課税対象を分離して論じた点である。既存研究で
は、土地、家屋、償却資産を「固定資産」と一本化して論じられてきたきらいがある。こう
した傾向は実証分析においてより顕著であるが、理論面においてもしばしばみられる。「固
定資産税」とは、戦前における地租、家屋税、軌道税、船舶税、電柱税などといった様々な
税を統合した際に付けられた名称に過ぎず、資産保有課税という共通点はあるが、それぞれ
の課税対象は、経済的特質も課税上の取り扱いもかなり異なっている。したがって、こうし
た異なる特徴をもつ課税対象を一つの資産として取り扱い分析することは、妥当性を欠く
といえる。 
 第 3 に、固定資産税の実態を検証するにあたり、統計データを市町村単位で整理した上
で、固定資産税を資産ごとに分類し、地方自治体間の税収構造や動向の差異を明らかにし、
その要因について検証した点である。わが国の固定資産税の実態を分析したものには多く
の蓄積があるが、こうした既存研究は、統計データを都道府県単位で整理しているものと、
市町村単位で整理しているものとに大別できる。多くの既存研究が都道府県単位による分
析を行っているが、こうした都道府県単位による分析が、わが国の一人当たりの固定資産税
の負担水準を的確に表しているとは言い難い。税収は当該地域の経済力に強く影響を受け
るが、同じ都道府県内でも、市区町村によって個人の所得資産、地域経済基盤などが大きく
異なるためである。固定資産税は市町村税であることからも、統計データを可能な限り市町
村単位に整備し、税目にあった精緻な実証分析が必要であると考える。 
 
３． 構成及び各章の要約 
 本論文は「序章」及び「終章」のほか、7つの章から構成されている。 
 第 1～2 章では、理論的観点から、わが国の固定資産税制の改革の方向性を示した。第 1
章「資産保有税の理論的考察」では、資産保有課税が経済に及ぼす影響について分析した。
近年、地方分権の一環として、地方税の充実が求められてきたが、その際に争点となるのが
自治体の課税自主権のあり方である。そこで、土地保有税の税率の変更が民間部門の経済主
体の意思決定や社会全体の経済変量に対していかなる影響を与えるのか、また地域間で税
率格差が存在するとその社会を構成する経済主体にどのような利害得失をもたらすのかに
ついて分析した。分析結果は、以下のようにまとめられる。 
第 1 に、土地譲渡所得税が存在するケースを想定して、土地保有税の引き上げが地価や
土地利用に与える影響について、分析した。土地保有税率の引き上げは、今期の地価を引き
下げる効果をもつが、こうした効果は土地譲渡所得税の存在により一層促進するという帰
結が得られた。また、一般に土地利用に対して中立的であるとされている土地保有税は、土
地譲渡所得税の存在により、土地の有効利用を促進することがわかった。このことは、土地
保有税が地価を課税ベースとする限り、土地保有税の税率の引き上げは、納税者の税負担を
それほど増やすことなく土地の有効利用を促進することを示唆している。 
第 2 に、地域間の税率格差が、資源配分への歪みや税負担の最終的な帰着先について与
える影響を考察した。ここでは、土地と資本（家屋・償却資産）に分類し、Lin（1986）、
岸・渡部（1996）の 2 部門モデルにより分析した。まず、土地保有課税に関しては、課税
の帰着先は土地所有者であり、税負担はまったく転嫁しないことを示した。一方で、資本保
有課税に関しては、資本の地域間移動を通じて資源配分を歪めることを明らかにした。税負
担の最終的な帰着先は、部分均衡分析では賃借人に、そして一般均衡分析では資本保有者と
なるため、資産保有課税はそれぞれ累進税、逆進税としての性格を有することになる。この
ことは、土地に関しては自治体間の税率格差があっても問題ないが、家屋・償却資産に関し
ては、自治体間で単一税率であることが望ましいことを示唆している。 
 以上のことから、地方分権を推進する伝統的な議論では、課税自主権の拡充は望ましいこ
ととされているが、資産保有課税に地域間の移動が可能な資本が含まれている場合、自治体
が自由に資産保有税の税率を決定することが必ずしも社会全体にとって望ましい状態にな
らない場合があることを明らかにした。 
第 2 章「固定資産税と地方税原則」では、固定資産税がどのような条件を備えたときに
「望ましい市町村税」として機能するのかについて、租税原則の観点から考察した。租税原
則は、制度がいかなる要件を備えたときに経済社会にとって最も望ましい状態が達成でき
るのかを検討したものである。租税原則には、その時々の経済社会状況を反映した規範を設
定することにより、現行制度の評価基準になるという利点がある。 
 まず、集権国家において、地方公共サービスの効率的な給付を達成するために市町村が備
えるべき諸条件を考察した。市町村税が備えるべき諸条件は、十分な税収が見込めること、
短期の景気変動に影響を受けづらいこと、長期の物価の変動に応じて増減すること、税源は
地域間の移動が小さいこと、税源が各自治体に普遍的に存在していること、税の負担は一部
の地域住民に偏らずに行政サービスからの利益に応じて負担すること、税制が簡素である
ことを示した。そして、固定資産税は、理論的にはこうした諸条件を上手く満たす税である
ことを論じた。ただし、この帰結は課税客体が土地のみであること、課税標準額が市場価格
を適切に反映していること、そして税制が簡素であることを前提としており、こうした視点
から現行制度を点検することが必要であることを示した。 
 第 3～5章では、現実のわが国の固定資産税の実態を研究対象とした。第 3章「わが国の
固定資産税の仕組み」では、制度の導入や変更が税収に及ぼす影響を重視し、わが国の固定
資産税の制度を詳細に整理した。同時に、各制度が導入された経済社会的ないし政治的経緯
について、シャウプ勧告や税制調査会議事録などの資料から確認し、その意義を明らかにし
た。さらに、制度改革が経済社会へ与えた影響について、公示地価や固定資産評価額、課税
標準額などの推移によって検証した。 
戦後のわが国の固定資産税をめぐる議論の中心的課題は、行政需要の増加に伴う増税に
よって生じる納税者の負担、そして地価の動向によって生じる税負担の激変を緩和するこ
とにあった。また、地域間において大きく異なる資産評価の均衡化が大きな課題であった。
こうした問題への対応として導入されたものが、負担調整措置及び住宅特例措置であった。 
固定資産税収の推移から、負担調整措置及び住宅特例措置が、納税者の急激な負担増を緩
和してきたことが確認できた。また、自治体別の負担水準の推移から、地域間の負担水準の
均衡は促進してきていることがわかった。一方で、高度経済成長期における住宅用地の特例
措置の導入は、居住用地と非居住用地との間で税負担において大きな格差が生じさせるこ
とになった。また、公示地価や固定資産評価額などの推移から、負担調整措置の導入により
資産の市場価格と課税標準額の乖離を惹起したこと、そして税制の複雑化などといった今
日の混乱を生み出していることが明らかにした。 
さて、行政サービスからの便益と負担の観点からは、負担調整措置や住宅特例措置といっ
た課税標準の特例措置のみによる税負担緩和策だけではなく、税率の引き下げによる調整
も実施するのがセオリーである。実際に、固定資産税の前身である地租に遡ると、1911 年
宅地地価修正法において納税者の急激な税負担を緩和するために課税標準化と税率の引き
下げが行われている。しかし、戦後の固定資産税では、課税標準の特例措置のみによる税負
担緩和策が講じられてきた。このことについて税制調査会などでなされた当時の議論を確
認すると、土地、家屋、償却資産といった資産のすべてに同一の原則が妥当するかのような
前提に基づき議論されてきた結果であったことが確認できる。土地、家屋、償却資産を「固
定資産」として一本化することによって生じた弊害であったといえる。 
 第 4～5章では、理論的には税源の偏在性が小さく且つ税収が安定的であるとされている
固定資産税の実像を検証した。 
第 4章「固定資産税収の偏在とその要因」では、わが国の固定資産税の税収の偏在性の実
態を把握し、その要因を究明した。これまでの固定資産税の偏在性を検証した研究では、主
に統計データを都道府県単位で整備して分析し、固定資産税は偏在性が小さいとされてき
た。しかし、都道府県単位という大まかな分類では、市町村税である固定資産税の実態を適
切に把握できないと考え、本章では市町村単位による分析を試みた。各税目の偏在性を測る
尺度として、最大/最小、変動係数の 2 乗、タイル尺度を用いた。分析結果は、以下のとお
りである。 
第 1に、一人当たりの固定資産税収と人口密度及び産業構造との関係性である。1718市
町村を人口密度及び産業構造を基準にグループ分けをして検証した結果、一人当たり固定
資産税収のグループ間格差は小さいが、資産別にみると格差が小さいのは家屋分に関して
のみであり、土地分や償却資産分はばらつきが大きいことが確認できた。土地課税部分に関
しては、人口密度が高く、産業構造が高次なグループほど一人当たり税収は高くなる傾向に
あった。償却資産分は人口密度が低く、第Ⅱ次産業就業者比率が高いグループほど、一人当
たり金額が高くなる傾向にあった。 
第 2に、変動係数の二乗とタイル尺度を用いて、市町村税の偏在性を確認するとともに、
各税目が市町村税総額の偏在性にどの程度寄与しているのかを検証した。税収の偏在性に
ついては、法人住民税と固定資産税が大きいことがわかった。また、市町村税収の偏在性に、
固定資産税が大きく寄与していることが明らかになった。こうした傾向は、経済活動水準の
低い自治体でより強く確認できる。さらに資産別でみてみると、償却資産課税分の偏在性が
大きく、固定資産税収の偏在性に大きく寄与しているのが償却資産であることが明らかに
なった。 
第 3に、固定資産税収に影響を及ぼす諸要因についてである。重回帰分析の結果、一人当
たり固定資産税収は、発電所や空港などの大規模施設の賦存量に大きく影響を受けている
ことがわかった。資産別に見ると、土地分に関しては、平均地価と住宅用地以外の宅地比率
が高いほど、土地課税部分の一人当たり税収は大きくなることが明らかになった。また、償
却資産分は、第Ⅱ次産業就業者比率と行政区域内の有形固定資産の賦存量が大きいほど、一
人当たり税収が大きくなることがわかった。 
以上のことから、人口密度が高い地域は地価が高いこと、そして商業地施設が多く点在す
るため「住宅用地特例措置」の適用外になることから、一人当たり土地課税部分が高くなっ
ているという結論を導くことができる。また、人口密度の低い地域では、発電所や大規模な
工場施設の賦存量に税収が大きく影響しているといえる。固定資産税は、現行の制度により
企業課税としての要素が大きくなっており、その結果、税収の偏在性を強めていると考えら
れる。 
 第 5章「税収の変動に影響する諸要因」では、固定資産税の税収に影響を与えている要因
について分析した。なお、税収の変動に影響する要因については、所得、消費、資産などの
課税ベースの変化などの経済的要因と、課税標準の計算の仕方や税率の変更などの制度的
要因に分類した。分析に際しては、固定資産税の税収と景気循環との関係性を検討するため
に、Sobel and Holcombe（1996）、Ishida（2012）に倣い、税収の短期的所得弾力性と長
期的所得弾力性を指標として用いた。また、景気循環の代理変数として名目GDPを用いた。 
 経済は短期的な GDPの変化による経済循環を伴いながら、長期的な傾向として経済規模
を拡大させて成長するが、前者の短期的な経済循環に対応するのが税収の安定性であり、後
者の長期的な経済成長に対応するのが税収の伸張性である。伝統的見解では、税収の安定性
と伸張性がトレード・オフの関係にあるとされている。しかし、税収の短期的所得弾力性と
長期所得弾力性を推計した結果、固定資産税は、安定性と伸張性が両立していることがわか
った。ただし、短期的所得弾力性と長期的所得弾力性の相関係数を調査したところ、他の税
目とは異なり、固定資産税と景気循環の間に明確な関係を見いだせなかった。また、実効税
率の分析から、土地資産額の変化が景気循環としての名目 GDPの変化と連動していないこ
とが明らかになった。 
 こうしたことから、固定資産税の税収の変化要因は、住宅用地特例措置や負担調整措置な
どの制度的要因によるところが大きいという結論が得られた。このことは、評価制度を通じ
て算定された課税標準額が市場価格を適切に反映していないことを意味している。 
 第 2章において、固定資産税が「望ましい市町村税」として機能する条件は、課税客体が
土地のみであること、課税標準額が市場価格を適切に反映していること、そして税制が簡素
であることを示したが、第 3～5章の実証分析により、現行の固定資産税がこうした点を満
たしていないことがわかった。こうしたことから、第 6～7章では、固定資産税を「望まし
い市町村税」として機能させるための制度のあり方を論じた。 
 第 6章「固定資産税の望ましい課税標準」では、固定資産税の課税標準として何が相応し
いのかを考察した。望ましい課税標準を選択する際の基準としては、評価額が市場価格を適
切に反映すること、税制が簡素であることを重視した。また、既存研究とは異なり、土地、
家屋、償却資産を統合せず、資産ごとに望ましい課税標準を論じた。結論は、次の通りであ
る。土地分に関しては、各地方自治体が税率を自由に決定できると仮定した上で、面積であ
る外形標準を推奨した。また、資本課税部分に関しては、租税の外部効果の観点から税率や
評価方法を全国一律に保つ必要があるため、家屋分は資本価値を、償却資産分は賃貸価値を
挙げた。 
さて、この議論は、自治体間に課税自主権があることを前提としているが、現状のわが国
においては、課税自主権はかなり制限されている。また、世界各国において、課税標準の選
択は、抜本的な資産再評価を実施するために変更してきたという現実がある。すなわち、本
章の結論は、自治体に税率決定権があり且つ資産再評価のための客観的なデータが十分に
存在するという前提に基づくものであり、わが国の状況がこの前提を満たした際に採られ
るべき政策である。現状のわが国の状況を鑑みると、課税標準を資本価値とした上で、制度
のあり方を問う必要がある。 
こうしたことから、第 7章では、課税標準を資本価値としたうえで、固定資産税の課税標
準額を市場価格に接近させるために、固定資産税の制度をいかに改正するべきかを検討し
た。本章の主張を整理すると、以下の通りである。 
第 1 に、小規模模住宅などを対象とした課税標準額の圧縮を廃止すし、税負担の緩和は
税率の調整によって行うべきである。第 2に、評価額の透明性と明瞭性を確保するために、
固定資産税における政策税制を廃止し、政策目的は補助金によって誘引すべきである。第 3
に、土地の評価方法は現行の取引事例比較法ではなく、収益還元法で行うことも検討すべき
である。土地の価値は理論的には収益で決まること、そして地価変動に伴う評価額の変動の
安定化のためである。第 4に、将来的な税率のあり方は、課税客体である土地、家屋、償却
資産を分離し、各資産の税率を個別に設定できるようにすることが望ましい。ただし、租税
の帰着論の観点から、税率の決定権の範囲は土地に留め、家屋、償却資産に対する税率は自
治体間で単一であることが望ましいと考えられる。また、地方交付税制度を前提とするなら
ば、標準税率を廃止して任意税率にすることよりも、一定税率を一定幅の制限税率付きの標
準税率にすることが望ましい。第 5に、償却資産課税は、中間投入に対する課税であり効率
的ではないこと、また法人課税の実効税率を引き下げる観点から、将来的に廃止することが
望ましい。こうすることで企業の設備投資を妨げないし、固定資産税が企業の立地などの選
択を歪めることもなくなる。また、自治体は有形固定資産の賦存量によらず、企業の土地課
税から安定的に税収を確保できるようになると考えられる。 
以上が、本研究の分析結果である。現在、わが国を取り巻く経済社会構造の変化により、
地方税制は大きな転換期を迎えている。わが国の地方税制は、固定資産税制のみならず、応
益課税的な要素が極めて小さい。そのため、住民に財政錯覚が起こり、要求を強くすれば負
担が増えるという意識が希薄である。もっと応益課税的なものにすべきである。 
地方の健全な発展を求めるためには、住民が公共サービスの費用を意識し、一方で行政当
局においても行財政運営の能率化と行政における住民ニーズの反映という財政責任を実現
する事が求められる。そのためにも受益と負担の連動は不可欠である。固定資産税制改革に
必要なものは、この受益と負担の連動であり、その上で、シンプルで市場に楔を与えない中
立的な制度を構築する事が望まれる。 
